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1. わが国および海外諸国の， VFM の考え方および具体的な計算方法について研究を
おこなったc




3. この結果，日本と海外の PFI おける VFM の計算は，次の比較特徴があることが
明らかになったc























る」と考える。このとき，それより安い価格で入札すると，その価格の差額だけ VFM (Value for 
money ）がでた，と考えられる。
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服申し立て審査制度の実施も透明性・公平性を確保するうえで重要である。
と述べ，除算方式については否定的である。
経済産業省の平成 1 3年 1 0月 1 2日発表の「情報システムに係る政府調達制度の見直しについ
て」［5］において，「安値入札の防止のために，除算方式から加算方式へJとある。この問題点は，ソ
フトウエアの購入後にある。契約後の改良や類似のシステム等の受注において，技術面およびコス
ト面において落札者は有利になる。ソフトはコピーすればよいからである。 P F  IやPp Pにおい
ては，ライフサイクルコストなども含んだ個別の事業計算であるので，極端な安値問題は起こりに
くい。 提案内容（点数）提案内容の総合点を価格で割る除算方式，すなわち，総合評価価値一 ，に重大一 価格














平成1 6年 1 1月9日発表の「岡山県総合教育センター（仮称）整備等事業に係る落札者の決定」
を分析する。
4者が入札に参加した。入札予定価格は4,680327 円（消費税別）で落札価格は2,930517 円
（消費税別）である。重みは，定性審査点（非価格得点）：入札価格に関する点＝ 40: 60 = 4: 6のウエイ
トであり， 10 点満点の加算方式が採用されている。 4者の非価格要素は29.15, 32.875, 34.750, 29.15 
で平均31.46875 ，範囲は 5.62 である。
得点のつけ方について，評価を3×3の9段階に分けて非価格要素を評価して，非価格要素を得点
化している。詳しく述べる。 Aは特に優れている， Bは優れている， Cは優れているとは認められ
ない，という分類をしている。 A, B, Cそれぞれをさらに（A+, A, A-), (B+, B, B一），
(C+, C, C ）と分けている。評価係数として，次の表
区分 II A十｜ A A- I B+ B B- I C十 C  I c 
得点 1 I 0.875 I 0.75 I 0.625 I 0.5 I 0.375 I 0.25 I 0.125 I o 




次に，「P F  Iによる京都府府営住宅常団地整備等事業Jのケースをとりあげる。
平成1 7年3月1 0日に公表された「P F  Iによる京都府府営住宅常団地整備等事業J[6］の審




／ 入札価格＼入札価格点＝ 30 ×10 -10 × l ¥ 予定価格j （%表示） (2.1) 
である。%表示のために数値は 10 倍される。したがって， 30 点は 30 点になる。（2.1 ）を用いて
計算した 3者の得点はそれぞれ3 点， 176 点， 72 点である。
入札価格点の計算方法が，岡山の例とは異なる加算方式である。 3者の入札価格はそれぞれ




Aグループ Bグ、ルー プ Cグ、ルー プ 配点
定量化審査点 176 82 209 30 
入札価格点 3 176 72 30 
｜総合評価点 501 258 nu一
AU
一




／ 入札価格＼入札価格点＝ 30 I 1- l ¥ 予定価格j
である。分母に最低入札額ではなく予定価格を用いている点が，岡山の例とは異なる。
式（2.1 ）より，予定価格より 1割＝ 10 %の価格の変動が， 30 点の変動となり，総合得点に影
響があらわれる。これは定量化審査点の満点である 30 点と同じである。さらに，定量化審査項目
（非価格要素のこと）については
1. 事業計算に関する項目（4つに分けてそれぞれ（10,3 10）点を配点，計60 点）
2. 施設整備業務に関する項目（5つに分けて（50,13 ）点を配点，計 150 点）
3. 維持管理業務に関する項目（ 1つ， 45 点，計45 点）
4. その他の総合的項目（ 3つに分けてそれぞれ（30, 5, 10）点を配点，計45 点）
以上，合計で30 点の配点をしている。
76 後藤和雄・光多長温： P F I事業における総合評価方式




価格要素得点：非価格要素点＝ 30 : 30 = 10 : 1である。したがって，価格要素の重みは












[1，第 5章， f地方自治体における市場化テスト導入の可能性と課題」 p.20 ト20 ］において喜多









2. システム開発および保守・運用業務についても同様にして 60 点を配点する






／重みについても，問題点は存在する。上記の 1, 2' 3の評価について，
1の評価： 2の評価： 3の評価＝ 20 : 60 : 320 点＝ 2: 6: 32 % 
鳥取大学大学教育総合センタ一紀要第 4 号（207) 7 
という重みづけ（weight ）をしている。機能評価1の寄与は全体の2%，重みとしては軽い。機能評





Example 3.1 前提条件として，次の l, 2を仮定する。
1. 定性要素：価格要素＝ 40 : 60 = (1 -0.6) : 0.6 の比率とする。すなわち，重みを 0.6 とする。
2. 加算方式の価格評価は，最低入札価格Yを入れた入札者の入札価格に対する評点を 10 点と
し，最低入札価格からの事離率に応じて，減点されるものとする。その減点割合を Tとする。
以下の例の場合では， 1 0億円あたり 6点のマイナスとすると， T=60 である。
このとき，加算方式および除算方式によって計算した結果が表 2である。
表 2:
入札者 定性評価 入札価格 除算方式による評価 加算方式による評価
A 80 点 120 億 80 ×0.4 + 60 120 ×10 80 ×0.4 十 10 ー 10 ×0.6 
= 76. =84.8 
B 70 点 10 億 70 ×0.4 + 60 10 ×10 70 ×0.4 + 10 - 10 ×0.6 ノ） 
= 80 = 84. 
c 60 点 10 イ意 60 ×0.4 + 60 ×10 60 ×0.4 + 10 - T ×0.6) 10 10 
= 84 = 84 
定性評価（非価格要素の評価）と入札価格の重みをそれぞれ1一肌 w (0壬ω重1）とする。入札
者j(1 三jぎn）の定性評価を町，入札価格をめとする。最低入札価格（選定者が決めた基準額を
採用する例もあるが，ここでは定義に採用しない）を Y=rn 州 1重j~ n｝と定義し， rj ＝与
を事離率とよぶ。このとき，表 3ができる。
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表 3:
入札者 定性評価 入札価格 事離率
1 X1 Y1 ri 
． ・． ． ． 
j Xj Yi rj 
． ． ． ． 
n Xn Yn γn 
定性評価においては，人間の価値判断が入札評価する個人差による誤差がある。時代の影響や
経済情勢などの影響を受けるからである。その時代には正しいと思われていた事柄も，時代が変わ
ると考え方が正反対（ 1 8 0度）に変わる。たとえば，バブルのときには，大勢の学識経験者や経
営者および経済評論家が発言していた，「土地は上がる，よい場所に更地の土地をもつことが価値が
高いという土地神話Jである。金余りのバブル時代には，土地や建物をどんどんを買ったが，ゼロ










I  - Xj(l ー w)+ lOw Xj(l -w) + lOw - Xj + (10 -Xj)W . y = - (3.2) Yj rj rj 
で定義される。ただし， Y=mi 刷 I1壬j臼｝は最低入札額であり， rj ＝与と定義する。
除算方式を，号で定義するものもある。これは式（3.2 ）において，一0の場合に対応する，す
なわち，入札価格の重みを無視したものである。この方式は，エンピツを 1本買うか， 10 本買う
かどちらが経済的がというような場合に有効である。
定義から，最低入札価格Yを入れたものがη＝1であるから，定性的評価で町＝ 10 点の場合
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には，総合評価は 10 点となる。
／伊＼ I 10 ¥ 図1から，（切ぅ得点）座標で，重みがωのとき， 2点（o, 2. ），い，一一）を結ぶ線分をw: (1ーω）¥ r3 1  ¥ r3 1 
に内分する点のυ座標が，入札者jの得点である。
得点












関数例＋ = max{,O ｝と定義する。加算方式を
x3(l ーw)+ [w(lO （ーν3 -Y)T]+ 





x3(l ーw)+ [w(lO ー（r3 -l)YTW 
とかける。したがって， YT を改めてTとかき，
K3 = x3(l ーw)+ [w(lO ー（r3 -l)TW (3.) 
とおいて，（3. ）式を標準化された加算方式と定義する。 Tは，最低入札額からの偏差 （r3 -1）に
対する，減点係数であるから， Tは，最低入札価格から 1単位金額当たりの得点の，減少割合を意
味している。
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このように定義1すると，他の加算方式との比較が一般的に可能である。
(3. ）では， Yが消えて，最低価格で提案し，定性的な評価が 10 点で、あった場合，総合点はす
べての重みωに対して，得点はつねに 10 点になる。
注意すべてのjに対して， 10 ー （rj - l)T > Oと仮定する。
Example 3.1 では， Y= 10, T = 0.6 である。
図2から，（切，得点）座標で，重みが ωのとき， 2点（0,x j) l (1, 10 ー (rj -l)T ）を結ぶ線分を
日：（1一切）に内分する点のυ座標が，入札者jの得点である。
得点
T 噌Ei－qJ T nu nU 
… シハUnu 唱Ei
x・J 
重み ω 。 w 
図2：加算方式の得点に関する図
3. 除算方式と加算方式の性質










lOw 1別の定義として巧（1 -w) ＋一一ーとする方式もある。 T = 10 とする。このとき， Tが1に近い場合，r j 
2つの加算方式は近似的に同じであることが， Taylor 展開により証明される。












提案者jの得点の方が，提案者iより得点が低い条件 Kj <Ki を考察する。このとき，
o >Kj -Ki 
＝（町（1ー w)+ w(lO- （η－l)T-(xil-w)+(lO （ーri -l)T 
=(1 一切）｛Xj -Xi）一切T(rj -ri) 
である。よって，提案者jの得点の方が，提案者 tより低い得点である必要十分条件は
rj -ri ＞云手（xj 一向）
を満たすことである。
したがって，次の 2つの定理が得られる。
Theorem 3.1 （定性評価は低くないが，加算方式は評価が低い条件）・ Xj, rj は表 3のとおりとす
る。このとき，提案者j番目の方が定性評価は低くない （xj ミ町）が，加算方式では得点の大小が
逆転する条件 J(j くKi (Kj -Ki く0）は
十円＞切手（xj 一山）言。
である。
Theorem 3.2 （提案金額は高くないが，加算方式は評価が逆転する条件）・ Xj, rj は表 3のとおり
とする。このとき，提案者j番目の方が提案価格は高くない（υ＇j~Yi ） が，加算方式では得点が低
い条件 Kj < Ki (Kj -Ki < 0）は
0言行－ri ＞詰手（xj 一的）
である。




0くん－Ii= ( :zl ー w)+ 1伽×y ¥ _ ( ~ (1 -w) + lOw J 
¥ Yj J  ¥ Yi J 
= (1 ーω）（丘一三） Y + lOw （土一土） y
¥Yj Yiノ ＼Yj Yi J 
を得る。最低提案価格Y に対する，提案者jの提案倍率（君主離率）き 1がη（1妥j重n），すなわち，
Yj = rjY, rj ミ1
であるから，
j-/i ＝（号－~） (1一切）＋1叫土－~） >0 
である。したがって，
Theorem 3. Xj, rj は表 3のとおりとする。このとき，提案者jの総合得点の方が，提案者tの
総合得点よりも，高い条件は
（；；）（；：） Lーと（1一切）+ lOw （一一一）＞ 0
である。
重み ωをω→1とすると，
1  1 一一一ーと 0, 約三 Yirj ri 
を得る。すなわち，「提案価格を重視すれば価格のみで決まる」という結果を意味する。
重み ωをω→0とすると，





Theorem 3.4 Xj, rj は表 3のとおりとする。このとき， iの方が提案金額が低い（ri ＜η）けれ
ども，除算方式による総合得点は， jの方が高い評価であるとする。このとき，





























Prof. Xj, rj は表 3のとおりとする。このとき，
除算方式で考える。定性評価において最高の得点をとり，かっ提案価格に関して最低提案価格を
入れた，提案者をjとする。任意の提案者tに対して
Xj ミXi, l=rj 重ri
であるから，
L = x1+(10-x1 ）三町＋ (10 -Xi) = 
－ - rj - ri 
より証明される。
加算方式では，
Xj ミXi, y = Yj 壬Yi
84 後藤和雄・光多長温： P F I事業における総合評価方式
であるから，任意の提案者iと任意の重みωに対して
Xj(l ーw)+ w(lO （ー約一 Y)T ）ミ山（1ー w)+ w(lO （ー抗－ Y)T 
より証明される。 口
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